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山形県国民保護計画作成にあたっての基本的考え方について 

 

１ 基本的な方針 

 ○実効性のある国民保護計画の作成 

  ・本県の地域特性、実情にあった想定事態に対応するシナリオにより具体性

のある対応策を構築し、計画に反映させる。 

 ○国民保護法制に係る県民の理解の促進 

  ・県国民保護協議会の委員を公募し、パブリックコメント等により県民の意

見を広く求めるなど、計画作成段階から、県民の理解を求め、計画作成に

反映させる。 

  ・計画作成後は、リーフレットの全戸配布、説明会の開催等により周知を図

る。 

 ○市町村、関係機関、民間事業者との連携の強化 

  ・平素から関係機関との情報共有や連携の強化を図ることにより、事態対処

措置の円滑な実施を目指す。 

  ・計画作成段階から関係機関等との連携方法等の検討を進める。 

 

２ 基本的な考え方 

（１）「国民保護法」及び「国民の保護に関する基本指針」に基づき、基本的人権

の尊重等に留意 

  ○基本的人権の尊重 

  ○国民の権利利益の迅速な救済 

  ○国民に対する情報提供 

  ○関係機関相互の連携協力の確保 

  ○国民の協力 

  ○指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 

  ○高齢者、障害者等への配慮、国際人道法の的確な実施 

  ○国民保護措置に従事する者等の安全確保 

（２）「都道府県国民保護モデル計画」を基本に作成 

  ・国、他の地方公共団体との連携が重要であり、各機関の作成する計画との

整合性を確保 
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（３）各種防災対策など山形県地域防災計画等に基づく取組みの蓄積を活用 

  ・自然災害、事故災害等への対応と共通する部分が多いことから、県地域防

災計画等に基づく取組みの蓄積を活用 

  ・情報収集・伝達等において、混乱が生じることのないよう、県地域防災計

画との整合性を確保 

 

３ 計画全体の体系 

 ○ 計画においては、主に県、市町村、指定地方公共機関が実施する国民保護

措置の全体像を示すことを基本 

 ○ 県が実施する国民保護措置の運用にあたっては、別途「マニュアル」を作

成（マニュアル化するものについては、計画の中に明記） 
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４ 山形県国民保護計画の基本的な構成 

  山形県国民保護計画の基本的な構成は下記のとおりとする。 

 

本編 

 

 資料編 

 

 各種マニュアル 

 

第１編　総論
○目的、県の責務、位置付け、構成等
○国民保護措置に関する基本方針
○関係機関の事務又は業務の大綱等
○県の地理的、社会的特徴
○県国民保護計画が対象とする事態

第２編　平素からの備えや予防
○組織・体制の整備等
○避難・救援に関する平素からの備え
○生活関連等施設の把握等
○物資及び資材の備蓄、整備
○国民保護に関する啓発

第３編　武力攻撃事態等への対処
○初動連絡体制の迅速な確立及び初動
　処置
○県対策本部の設置等
○関係機関相互の連携
○警報及び避難の指示等
○救援
○安否情報の収集・提供
○武力攻撃災害への対処
○被災情報の収集及び報告
○保健衛生の確保その他の措置
○国民生活の安定に関する措置
○交通規制
○赤十字標章等及び特殊標章等の交付
　及び管理

第４編　復旧等
○応急の復旧
○武力攻撃災害の復旧
○国民保護措置に要した費用の支弁等

第５編　緊急対処事態への対処
○緊急対処事態への対処
○緊急対処事態における警報の通知及び
　伝達

○関係機関の連絡先　○県対策本部の運営要綱等　○避難施設の一覧等　○各種様式等

実施体制　　避難措置　　救援措置　　被害最小化　等


